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代　　表　　者　役職名 代表取締役社長 鷹野　　準

問合せ先責任者　役職名 常務取締役 野溝　郁文 ＴＥＬ　　（0265）85－3150

決算取締役会開催日 平成17年５月13日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成17年６月30日 定時株主総会開催日 平成17年６月29日

単元株制度採用の有無 有（１単元　100株）   

１．平成17年３月期の業績（平成16年４月１日～平成17年３月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年３月期 24,908 26.7 2,091 85.3 2,137 86.5

16年３月期 19,661 8.7 1,128 10.6 1,145 7.3

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年３月期 1,106 54.2 70 81 － － 4.5 6.6 8.6

16年３月期 717 17.0 46 22 － － 3.0 3.8 5.8

（注）①期中平均株式数 17年３月期 15,551,773株 16年３月期 15,420,000株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年３月期 20 00 0 00 20 00 314 28.2 1.2

16年３月期 20 00 0 00 20 00 308 43.3 1.3

（注）17年３月期期末配当金の内訳　　　記念配当　３円00銭　　　特別配当　－円－銭

(3）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年３月期 32,766 25,226 77.0 1,604 41

16年３月期 31,660 23,932 75.6 1,551 74

（注）①期末発行済株式数 17年３月期 15,719,800株 16年３月期 15,420,000株

②期末自己株式数 17年３月期 1,200株 16年３月期 301,000株

２．平成18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 12,000 700 210 0 00 　― 　―

通　期 25,500 2,140 1,090 　― 17 00 17 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　69円00銭

※　上記予想は、潜在的なリスクや不確実性が含まれております。実際の業績は様々な要因により、これらの業績予想と

は異なることがあることをご承知おきください。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

第51期
（平成16年３月31日）

第52期
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金 6,404,601 4,451,425  

２．受取手形 ※２ 552,327 954,647  

３．売掛金  ※２ 8,930,739 10,940,366  

４．有価証券  133,507 274,024  

５．製品  413,527 409,469  

６．原材料  500,479 546,956  

７．仕掛品  1,476,486 1,642,714  

８．貯蔵品  13,473 11,602  

９．前渡金  36,177 21,750  

10．前払費用  22,961 11,670  

11．繰延税金資産 179,575 198,274  

12．未収入金 168,494 164,866  

13．その他 41,207 189,695  

14．貸倒引当金 △895 △1,304  

流動資産合計 18,872,664 59.6 19,816,161 60.5 943,497

Ⅱ　固定資産  

(1）有形固定資産  

１．建物 ※１ 4,307,326 4,580,982  

減価償却累計額 2,694,466 1,612,859 2,822,677 1,758,305  

２．構築物 ※１ 454,927 452,767  

減価償却累計額  359,504 95,422 362,393 90,374  

３．機械及び装置 ※１ 5,618,377 5,283,574  

減価償却累計額 4,626,920 991,457 4,414,937 868,636  

４．車両及び運搬具 82,174  50,994   

減価償却累計額 69,951 12,223 35,224 15,770  

５．工具器具及び備品 2,849,984  2,926,737   

減価償却累計額 2,554,724 295,259 2,605,205 321,531  

６．土地 ※１ 4,517,537 4,517,157  

７．建設仮勘定  49,539  33,092  

有形固定資産合計 7,574,298 23.9 7,604,867 23.2 30,569
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第51期
（平成16年３月31日）

第52期
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

(2）無形固定資産       

１．特許権 2,552 1,927  

２．借地権  ※１ 10,162 10,162  

３．意匠出願権 24,759 24,989  

４．ソフトウエア 13,536 15,194  

５．その他 20,738 22,739  

 無形固定資産合計 71,748 0.2 75,013 0.2 3,264

(3）投資その他の資産  

１．投資有価証券  3,761,539 4,024,904  

２．関係会社株式 535,159 452,595  

３．関係会社長期貸付金 558,976 370,000  

４．長期性預金 － 500,000  

５．出資金 41,905 1,900  

６．長期前払費用 2,847 582  

７．繰延税金資産 231,061 185,579  

８．その他 12,238 13,872  

９．貸倒引当金 △1,466 △1,529  

10．投資損失引当金 － △277,247  

投資その他の資産合
計

5,142,260 16.3 5,270,658 16.1 128,397

固定資産合計 12,788,308 40.4 12,950,539 39.5 162,231

資産合計 31,660,972 100.0 32,766,700 100.0 1,105,728
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第51期
（平成16年３月31日）

第52期
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．支払手形  ※２ 3,037,804 2,577,542  

２．買掛金 ※２ 2,030,537 2,230,905  

３．一年内返済予定長期
借入金

※１ 126,000 126,000  

４．未払金  303,991 337,101  

５．未払費用  221,183 230,333  

６．未払法人税等  349,145 584,953  

７．未払消費税等 66,160 53,022  

８．預り金 76,655 78,044  

９．賞与引当金 323,928 332,781  

10．設備支払手形 20,108 33,740  

11．その他  385 3,534  

流動負債合計 6,555,901 20.7 6,587,960 20.1 32,058

Ⅱ　固定負債  

１．長期借入金 ※１ 375,000 249,000  

２．退職給付引当金 710,040 606,915  

３．役員退職慰労引当金 87,550 96,500  

固定負債合計 1,172,590 3.7 952,415 2.9 △220,175

負債合計 7,728,491 24.4 7,540,375 23.0 △188,116
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第51期
（平成16年３月31日）

第52期
（平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※３  2,015,900 6.4  2,015,900 6.2 0

Ⅱ　資本剰余金      

（1）資本準備金 2,157,140   2,157,140    

（2）その他資本剰余金      

１．自己株式処分差益 －   198,277    

資本剰余金合計 2,157,140 6.8 2,355,417 7.2 198,277

Ⅲ　利益剰余金      

（1）利益準備金 503,975   503,975    

（2）任意積立金       

１．退職手当積立金 156,600   156,600    

２．別途積立金 18,050,000   18,350,000    

（3）当期未処分利益 1,215,238   1,708,737    

利益剰余金合計  19,925,813 62.9  20,719,312 63.2 793,498

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

 86,476 0.3  136,703 0.4 50,226

Ⅴ　自己株式 ※４ △252,850 △0.8 △1,008 △0.0 251,841

資本合計 23,932,480 75.6 25,226,325 77.0 1,293,844

負債資本合計 31,660,972 100.0 32,766,700 100.0 1,105,728
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(2）損益計算書

第51期
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第52期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 ※１ 19,661,185 100.0 24,908,286 100.0 5,247,101

Ⅱ　売上原価  

１．製品期首棚卸高 345,308 413,527  

２．当期製品製造原価 16,092,094 19,794,325  

合計 16,437,402 20,207,852  

３．製品期末棚卸高 413,527 16,023,875 81.5 409,469 19,798,382 79.5 3,774,506

売上総利益 3,637,309 18.5 5,109,904 20.5 1,472,594

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１．発送費 221,018 328,696  

２．広告宣伝費 110,558 138,871  

３．販売手数料 99,275 257,916  

４．貸倒引当金繰入額 － 396  

５．役員報酬 133,687 138,056  

６．給料手当 521,984 551,989  

７．旅費交通費 172,953 189,957  

８．賞与引当金繰入額 98,925 103,844  

９．退職給付費用 55,179 58,391  

10．役員退職慰労引当金
繰入額

9,500 9,300  

11．減価償却費 84,205 68,565  

12．研究開発費 ※２ 480,939 549,758  

13．支払手数料 127,220 154,828  

14．その他 393,412 2,508,858 12.8 468,297 3,018,870 12.1 510,011

営業利益 1,128,450 5.7 2,091,033 8.4 962,582

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 ※１ 9,654 8,743  

２．有価証券利息 28,538 31,031  

３．受取配当金 13,282 17,933  

４．為替差益 － 1,750  

４．固定資産賃貸料 7,277 8,095  

５．雑収入 15,174 73,927 0.4 16,656 84,210 0.3 10,282
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第51期
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第52期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 6,516 5,808  

２．為替差損 22,939 －  

３．固定資産除売却損 ※３ 25,330 19,482  

４．雑損失 1,841 56,628 0.3 12,669 37,960 0.1 △18,667

経常利益 1,145,750 5.8 2,137,283 8.6 991,533

Ⅵ　特別利益  

１．固定資産売却益 ※４ 15,346 394  

２．貸倒引当金戻入益 6,601 －  

３．退職給付会計基準変
更時差異処理額

84,731 106,678 0.5 84,731 85,126 0.3 △21,552

Ⅶ　特別損失  

１．固定資産除却損 ※５ 40,547 41,505  

２．固定資産売却損 ※６ 303 88  

３．投資有価証券売却損 3,663 1,342  

４．ゴルフ会員権評価損 1,410 －  

５．原材料処分損 36,929 －  

６．投資損失引当金繰入
額

－ 82,854 0.4 277,247 320,184 1.3 237,329

税引前当期純利益 1,169,574 5.9 1,902,225 7.6 732,650

法人税、住民税及び
事業税

492,359 802,005  

法人税等調整額 △40,224 452,134 2.3 △6,378 795,626 3.2 343,491

当期純利益 717,439 3.6 1,106,598 4.4 389,158

前期繰越利益 497,799 602,138 104,339

当期未処分利益 1,215,238 1,708,737 493,498
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(3）利益処分案

第51期
（株主総会承認日
平成16年６月29日）

第52期
 

 
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 1,215,238 1,708,737 493,498

Ⅱ　利益処分額  

１．配当金 308,400 314,396 5,996

２．役員賞与金 4,700 5,300  

（うち監査役賞与金） (400) (700)  

３．任意積立金  

別途積立金 300,000 613,100 800,000 1,119,696 506,596

Ⅲ　次期繰越利益 602,138 589,041 △13,097

 

（注）１株当たり配当金の内訳

第51期 第52期

年間 中間 期末 年間 中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 20 00 0 00 20 00 20 00 0 00 20 00

（内訳）             

　普通配当 17 00 0 00 17 00 17 00 0 00 17 00

　記念配当 3 00 0 00 3 00 3 00 0 00 3 00
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重要な会計方針

項目
第51期

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第52期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1）子会社株式及び関連会社株式

同左

(2）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等にもとづく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

(2）その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

２．棚卸資産の評価基準及び

評価方法

(1）製品、仕掛品および原材料

総平均法による原価法

(1）製品、仕掛品および原材料

同左

(2）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(2）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

(1）有形固定資産

同左

建物　　　　　15年・31年～50年

構築物　　　　　　　10年～50年

機械及び装置　　　　７年～13年

車輌及び運搬具　　　４年～６年

工具器具及び備品　　２年～10年

(2）無形固定資産

定額法

なお、主な償却期間は以下のとおりで

あります。

(2）無形固定資産

同左

特許権　　　　８年

意匠出願権　　７年

ソフトウェア（自社利用）

社内における見込利用

可能期間（５年）

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し回収不能見

込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）　　　　──────

 

(2）投資損失引当金

投資に係る損失に備えるため、当該会

社の財政状態及び回収可能性を勘案し

て必要額を繰入計上しております。

(3）賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支

給見込額を計上しております。

(3）賞与引当金

同左
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項目
第51期

（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第52期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

(4)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務および

年金資産の見込額にもとづき計上して

おります。

なお、会計基準変更時差異（423,655

千円）については、５年による均等額

を収益計上しております。

　　 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(５年)による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発

生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生

の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

(4)退職給付引当金

同左

 

 

 

(5）役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に充てるため、

内規にもとづく期末要支給額を計上し

ております。

(5）役員退職慰労引当金

同左

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同左

６．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(1）消費税等の会計処理

同左

追加情報

第51期
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第52期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

────── 　「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業会計基準委員

会　実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及び一般管理費に計上

しております。　

  この結果、販売費及び一般管理費が30,172千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、30,172千

円減少しております。
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注記事項

（貸借対照表関係）

第51期
（平成16年３月31日）

第52期
（平成17年３月31日）

※１　担保に供している資産およびこれに対応する債務は

次のとおりであります。

(イ）担保に供している資産

※１　担保に供している資産およびこれに対応する債務は

次のとおりであります。

(イ）担保に供している資産

建物 175,530千円

構築物 4,210

機械及び装置 74,444

土地 242,410

借地権 6,110

計 502,706

建物  127,140千円

構築物 3,240

機械及び装置 68,584

土地 226,291

借地権 6,110

計 431,366

(ロ）上記に対応する債務 (ロ）上記に対応する債務

一年内返済予定長期借入金 76,000千円

長期借入金 275,000

計 351,000

一年内返済予定長期借入金   16,000千円

長期借入金 64,000

計 80,000

すべて工場財団に係わるものであります。 すべて工場財団に係わるものであります。

※２　関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

※２　関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

受取手形 791千円

売掛金 3,568,957

支払手形 36,372

買掛金 448,845

支払手形   26,721千円

買掛金 754,623

※３　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数　　　普通株式 50,000,000株

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めております。

発行済株式総数　普通株式 15,721,000株

※３　授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数　　　普通株式    50,000,000株

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに

相当する株式数を減ずる旨定款で定めております。

発行済株式総数　普通株式    15,721,000株

※４　自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

301,000株であります。

※４　自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式

1,200株であります。

５　配当制限

　商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は86,476千円であ

ります。

５　配当制限

　商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は136,703千円で

あります。
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（損益計算書関係）

第51期
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第52期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

※１　関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含ま

れております。

※１　関係会社との取引にかかわるものが次のとおり含ま

れております。

売上高 8,646,917千円

受取利息 　 8,235

受取利息      7,658千円

※２　一般管理費に含まれている研究

開発費
480,939千円

※２　一般管理費に含まれている研究

開発費
549,758千円

※３　経常的に発生する機械及び装置、工具器具及び備品

の交換による除却等にかかわる損失であります。

※３　　　　　　　　　 同左

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

土地 8,949千円

機械及び装置  5,453

工具器具及び備品 943

計 15,346

土地      290千円

車両及び運搬具 　　64

機械及び装置 39

計       394

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械及び装置 35,983千円

工具器具及び備品  2,850

構築物 1,133

建物 512

車両及び運搬具 67

計 40,547

機械及び装置    37,767千円

建物  2,007

工具器具及び備品    935

構築物      795

計   41,505 

※６　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※６　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

車両及び運搬具 284千円

機械及び装置 19

計 303

機械及び装置    88千円
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（リース取引関係）

第51期
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第52期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

および期末残高相当額

取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械及び装置 108,112 39,231 68,881

車両及び運搬
具

6,136 4,663 1,472

工具器具及び
備品

18,711 7,581 11,129

合計 132,960 51,476 81,483

取得価額
相当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

機械及び装置 145,677 44,473 101,203

車両及び運搬
具

8,779 2,197 6,581

工具器具及び
備品

9,972 5,627 4,345

ソフトウェア 3,872 839 3,033

合計 168,302 53,137 115,164

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 20,396千円

１年超 62,549

合計 82,946

１年内      25,184千円

１年超 91,577

合計 116,762

(3）当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払利

息相当額

(3）当期の支払リース料、減価償却費相当額および支払利

息相当額

支払リース料 25,762千円

減価償却費相当額 23,728

支払利息相当額 1,649

支払リース料      26,269千円

減価償却費相当額 24,101

支払利息相当額 2,444

(4）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

（有価証券関係）

　第51期（平成16年３月31日）及び第52期（平成17年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

第51期
（平成16年３月31日現在）

第52期
（平成17年３月31日現在）

(千円） (千円）

繰延税金資産（流動）

賞与引当金 128,816 132,337

未払事業税 34,011 48,887

未払社会保険料 16,095 16,994

その他 652 55

繰延税金資産（流動）合計 179,575 198,274

繰延税金資産（固定）

退職給付引当金 233,797 217,069

役員退職慰労引当金 34,816 38,375

貸倒引当金 562 592

みなし配当金 30,859 30,859

減価償却費 20,194 20,406

投資有価証券評価損 25,039 25,039

投資損失引当金 － 110,253

その他 719 719

小計 345,988 443,314

評価性引当額 △57,180 △167,463

繰延税金資産（固定）合計 288,807 275,851

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △57,745 △90,271

繰延税金資産（固定）の純額 231,061 185,579

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

第51期

（平成16年３月31日現在）

 

 

法定実効税率 41.09 ％   

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.83  

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.29  

法人税特別控除額 △6.19  

住民税均等割額 0.63  

評価性引当額 0.06  

過年度法人税等 0.98  

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.51  

その他 0.04  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.66  

第52期については、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の5以下であるため、注記を省略しております。
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（１株当たり情報）

第51期
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第52期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

１株当たり純資産額 1,551円74銭

１株当たり当期純利益 46円22銭

１株当たり純資産額 1,604円41銭

１株当たり当期純利益 70円81銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

第51期
(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

第52期
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当期純利益（千円） 717,439 1,106,598

普通株主に帰属しない金額（千円） 4,700 5,300

（うち利益処分による役員賞与金） (4,700) (5,300)

普通株式に係る当期純利益（千円） 712,739 1,101,298

期中平均株式数（株） 15,420,000 15,551,773

（重要な後発事象）

第51期
（自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日）

第52期
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

　該当事項はありません。 同左
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７．役員の異動

　平成17年６月29日開催予定の第52期定時株主総会において、下記のものの選任を付議する予定であります。

(1）新任取締役候補

取締役　　大原　明夫（現役職　当社経理部長）

(2）退任予定取締役

取締役　　大住　之盈（顧問に就任予定）

取締役　　有賀　松雄（顧問に就任予定）
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